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【要約】 

2008 年から 2012 年の第一期馬英九国民党政権では、「九二共識、

一中各表」を前提とした対中関係の改善が外交政策の基礎に置かれ

た。中国との軋轢を避けることで、台湾の国際生存空間の拡大を図

る「活路外交」が展開され、対中関係では ECFA が締結され、一方、

WHO へのオブザーバー参加や、対米、対日関係の安定と発展という

結果を得た。2012 年にスタートした第二期馬英九政権でも基本路線

を変えることなく、統合が進む東アジア経済のなかで台湾が孤立せ

ず、存在位置を得ることが目指されている。日台関係もこの路線に

よって交流協会と亜東関係協会が 2011 年には「日台絆イニシアティ

ブ」、「投資協定」、「オープンスカイ」で合意した。このように日台

関係には進展が見られているが、尖閣諸島問題が懸案となってお

り、その対処が重要となっている。馬英九が提起した「東シナ海平

和イニシアチブ」は、この問題が中台対日本の構造にならないため

に意義あるものだが、領土権問題を棚上げしての漁業権問題の進展

が今後の日台関係の結末の試金石になるであろう。  

 

キーワード：92 年コンセンサス、活路外交、尖閣諸島問題、東シナ

海平和イニシアチブ  
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一 はじめに 

 2012 年 5 月 20 日、第 13 代中華民国総統・副総統の就任式典が挙

行され、国民党の馬英九が先の 4 年間に引き続き 2 期目の政権をス

タートさせた1。行政院長は、これに先立つ 1 月 31 日に、1 月 14 日

の総統選挙での馬英九総統の再選と呉敦義行政院長の副総統当選を

受けて、呉敦義から陳冲に交代していた。これは、馬総統が選挙戦

において、景気活性化を 優先課題に掲げていたことから、金融監

督管理委員会主任委員などを務めた経済通の同氏を行政院長に起用

したものである2。また、立法院総選挙後に呉敦義内閣が総辞職した

ことは規定通りであるが、呉敦義行政院長の下で行政院副院長であ

った陳冲が行政院長に就任したことは、第二期馬英九政権が第一期

と大きく異なる政策をとるものではないことを示したといえよう。  

 2 期目の政権は、一般に、1 期目の実績を選挙民が評価し、政権存

続を支持したことによって成立するため、1 期目の政策を概ね踏襲す

ることになる。そこで本稿では、まず、第一期馬政権の外交政策の

成果を確認するとともに外交政策の基本方針を分析し、第二期政権

の外交政策の方向性について論じる。また、対日関係に焦点を絞っ

て、第一期政権以来の馬政権の対日政策の実績を検証するととも

に、今後の日台関係について論じる。  

二 第一期馬英九政権の外交 

 外交の分野について、1 期目の馬英九政権はかなりの成果を挙げた

                                                 
1 「対中国は『現状維持』台湾・馬総統 2 期目就任式」『産経新聞』2012 年 5 月 21 日

朝刊。 
2 「台湾、陳冲氏が新内閣発表」『産経新聞』2012 年 2 月 1 日、朝刊；「台湾、経済重

視の陳新内閣発足」『産経新聞』2012 年 2 月 7 日、朝刊。 
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ということができる。民進党の陳水扁政権下で摩擦が顕在化してい

た中台関係について、政権発足 1 か月で改善の実を挙げ、中台間の

実務担当トップ間、すなわち台湾側の海峡交流基金会の江丙坤理事

長と、中国側の海峡両岸関係協会の陳雲林会長による定期的な会談

が継続的に持たれることとなった。2008 年 6 月 13 日の第 1 回江陳会

談以来、2012 年 8 月 8 日の第 8 回会談に至るまで、4 年余りの間に 8

回、毎年、概ね双方が相手方を訪ねる交流が続いてきた3。  

 また、中台間で、2010 年 6 月 29 日には、「両岸経済協力枠組み協

議」（ECFA）が「両岸知的財産権保護協力協議」とともに調印され、

両岸の貿易、経済協力について自由化と制度化が進められることが

決まり、その後、順次実施に移されている4。  

 米台間では、「台湾関係法」に基づく米国から台湾への武器売却が

続けられている。2008 年 10 月には、ブッシュ政権末期の国防総省

が、弾道ミサイルの迎撃能力をもつパトリオット（PAC3）330 発を

含む 64 億ドル余りの台湾への武器売却を明らかにした5。その後、

                                                 
3 「第 8 回『江・陳会談』で両岸の『投資保障と促進協議』『税関協力協議』に調印」

『台湾ニュース』2012 年 8 月 10 日、http://www.taiwanembassy.org/ct.asp?xItem= 

300672&ctNode=1453&mp=202。なお、2012 年 9 月 27 日に、海峡交流基金会の理事

長は、江丙坤から林中森に交代し、林中森は、10 月 16 日に、海峡両岸関係協会の陳

雲林会長と会見した（「海峡交流基金会の江丙坤理事長が退任、後任に林中森氏」『台

湾ニュース』2012 年 9 月 28 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=314092 

&ctNode=1453&mp=202&nowPage=3&pagesize=15；「林中森・海基会理事長が就任後

初の中国大陸訪問、陳雲林・海協会会長と会見」『台湾ニュース』2012 年 10 月 18 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=320015&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=2&pagesize=15）。 
4 「第 5 回江・陳会談で両岸が『経済協力枠組み協議』および『知的財産権保護協力

協議』に調印」『台湾ニュース』2010 年 6 月 30 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ 

ct.asp?xItem=148397&ctNode=1453&mp=202&nowPage=85&pagesize=15。 
5 「米、台湾に 6800 億円の武器売却決定」『産経新聞』2008 年 10 月 5 日、東京朝刊、

国際面。 
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政権交代後のオバマ政権の手で、2010 年 1 月末に、総額約 64 億ドル

相当の台湾への武器売却が国防総省から米議会に通告された6。これ

に対して中国からは厳しい批判が出されたが、さらに 2011 年 9 月 21

日、新型 F16 戦闘機に替えて初期量産型 F16 の電子機器改良で対応

するなど調整を経て、オバマ政権は 58 億 5000 万ドル相当の武器を

台湾に売却することを議会に通告した7。つまり馬政権になってから

3 回、オバマ政権になってからだけで合わせておよそ 120 億ドル相当

の武器が台湾に売却されたわけで、中国からの批判を浴びながら

も、台湾は米国との安全保障上の関係を維持し、国防力の向上を実

現してきた。  

 次に、馬英九政権下の日台関係であるが、これは 2008 年 6 月、波

乱のなかで幕を開けた。すなわち、政権発足間もない 6 月 10 日未明

に、尖閣諸島（台湾名：釣魚台列嶼）沖で台湾の遊漁船「聯合号」

が、日本の海上保安庁の巡視艇と衝突して沈没する事故が発生し

た。偶発的な事故であったが、事後処理をめぐって日台関係に軋轢

が発生した8。  

 しかしながら、7 月下旬までに「聯合号」事件の事後処理にめどが

つくと、10 月には馬政権から「台日特別パートナーシップ」の方針

が発表され、民間による対日交流拡大を重視して対日関係を強化す

る路線が明確にされた。この中で、台湾海峡の安全保障問題につい

て日台両国が共同で関心をもつようにすることが経済交流より上位

                                                 
6 「米政府、台湾へ武器売却 総額 5800 億円 議会に通告」『産経新聞』2010 年 1 月

30 日、大阪夕刊 1 面。 
7 「新型 F16、台湾売却断念 米、改良で対応 対中配慮」『産経新聞』2011 年 9 月 22

日、東京朝刊 1 面。 
8 2008 年 6 月の聯合号事件をめぐる経過と馬政権の対応は、浅野和生「国民党馬英九

政権の対日政策」『問題と研究』2008 年 10.11.12 月号参照。 
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の課題として掲げられた9。  

 その後、馬政権の下で、後述するような諸種の日台間の経済、観

光、交通などの分野における新たな合意が達成され、さらに、2009

年 7 月 15 日には日本で「出入国管理及び難民認定法及び日本国との

平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法の一部を改正する等の法律」が公布され、2012 年 7 月 9 日か

ら、従来の外国人登録証に替えて在留カードが発行されることにな

った。この在留カードでは、台湾の人々は、外国人登録証における

国籍等欄の「中国」表記に替えて「台湾」と表記されることになっ

た10。  

 以上のような諸施策の結果、馬総統は第二期政権の就任演説で、

日台関係は「過去 40 年来で も友好的な『特別なパートナーシップ』

を確立」しているとの認識を示した11。  

 つまり、第一期の馬英九政権は、主要国との外交において一定の

成果を挙げており、第二期政権で大幅な政策変更を必要とする状況

にはなかったといえる。以下、馬総統の主要な発言、発表から馬政

権の外交政策について検討する。  

三 主要な演説にみる馬総統の外交政策 

 2008 年 5 月 20 日の総統就任演説のなかで馬英九は、「尊厳、自主、

                                                 
9 同上、「国民党馬英九政権の対日政策」参照。 
10 「外国人新在留管理制度スタート」『産経新聞』2012 年 7 月 9 日、大阪夕刊；「日本

に在留する外国人の皆さんへ」法務省入国管理局ホームページ、http://www.immi- 

moj.go.jp/index2.html、参照。 
11 「馬英九・中華民国第 13 代総統就任演説」『台湾ニュース』2012 年 5 月 20 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=280793&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=15&pagesize=15。 
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実務的、弾力性」を指導原則として、台湾の対外関係を拡大させ、

国際空間を勝ち取ることを掲げた12。特に、アジア太平洋地域との協

力を深め、東アジアの経済統合に加わり、東アジアの平和と繁栄に

積極的に貢献することを謳った。  

 このため、アメリカとの安全保障と貿易の協力関係強化を図るこ

ととし、防衛的な武器の購入を進めることとした。合わせて「理念

が通じ合う国家」との連携を主張し、台湾海峡両岸の平和を進める

ことで、台湾は国際社会におけるピースメーカーになることを誓っ

た。また、「統一せず、独立せず、武力を用いず」の理念と、「一つ

の中国」とその中国については「各自が解釈する」という「92 年コ

ンセンサス」に立脚して、台湾海峡両岸の関係、すなわち中国と台

湾との関係を平和共存の新しいページへと導くこととした。具体的

には、両岸直航の開始を明らかにし、7 月から週末チャーター便の運

航による大陸観光客の台湾訪問を実現させた。さらに、大陸につい

ては「自由、民主、均富」の中国の実現を望み、それが将来の平和

発展の条件となるとした。  

 その後、8 月 4 日に馬総統は、外交部職員に「活路外交」の方針を

示した。これは、中国大陸と対立や衝突するのではなく、双方の協

力や対話のモデルをみつけだそうとする「和解共生」を求めるもの

であり、中国と「悪性競争」をすることなく、「正直と善良」を武器

に国際社会における台湾の生存空間を拡大しようとする路線であっ

た13。  

 一方、対日関係については、2008 年 10 月に発表された「台日特別

                                                 
12 「馬英九・中華民国第 12 代総統就任演説」『台湾ニュース』、http://www.taiwanem 

bassy.org/JP/ct.asp?xItem=58794&ctNode=1453&mp=1&nowPage=5&pagesize=15。 
13 浅野和生、前掲論文参照。 
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パートナーシップ（Taiwan-Japan Special Partnership）」で、「民間によ

る対日交流の拡大」が重視されたが、その上で、日台関係における

歴史的な特殊なつながりに言及して、日台間では、経済的人的交流

に特別な緊密さがあり、文化交流、教育交流に加えて、政治交流ま

でが、他の二国間関係と比較して密接であるとの認識を示した。  

 日台の具体的な優先課題としては、第一に、日台間の全面的交流

の促進と相互の疑念と憂慮の鎮静化、懸案への対処、第二に、中台

関係改善が日台関係にとっても利益であることを日本に広く浸透さ

せること、第三に、主権論争は棚上げして漁業権問題の解決に当た

ること、を掲げた。  

 同年 10 月 10 日の国慶節の祝辞では、馬総統は、外交の基本路線

について、政権発足以来の対中関係改善の成果を誇るとともに、「台

湾を主軸、国民にプラス」という原則を堅持すること、陳水扁政権

が進めた「のろし外交」をやめて「活路外交」を主軸とすることを

唱えた。その上で、台米両国の相互信頼の再構築を重視し、安全保

障協力を増進させることを掲げた14。また、対日関係について、「聯

合号」事件の処理は、台湾国民の正義と尊厳を勝ち取るものであっ

たとし、同時に、その後の「台日特別パートナーシップ」の構築の

基礎を築くことにもなったと述べた。  

 続く 2009 年元旦の総統談話で、馬英九は、過去一年を振り返って

「民主主義の発展、両岸関係、国際参加の 3 つの領域において、重

要な歴史の一里塚を越えてきた」として国際関係の実績を強調した15。

                                                 
14 「馬英九総統、2008 年国慶節祝辞」『台湾ニュース』2008 年 10 月 10 日、http://www. 

taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=69958&ctNode=1453&mp=202&nowPage=167&pagesi

ze=15。 
15 「馬英九総統 2009 年元旦祝辞」『台湾ニュース』2009 年 1 月 3 日、http://www.taiwan 

embassy.org/JP/ct.asp?xItem=76379&ctNode=1453&mp=202&nowPage=156&pagesize=15。 
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特に中台関係では、海峡交流基金会と海峡両岸関係協会のトップ会

談が定例化され、空運、海運、郵便の「大三通」が実現したことを

第一の成果として述べた。これにより、台湾は、国際的イメージの

改善に成功し、東アジアのピースメーカーになったと語った。  

 同年 5 月 19 日、萬長副総統とともに就任一周年の記者会見に出席

した馬英九総統は、対中関係の改善にあたって、馬政権は中華民国

憲法の枠組みの下で、「統一せず、独立せず、武力行使せず」の政策

を実施し、台湾海峡の現状維持を図り、さらには両岸の和解を国際

関係にまで拡大することを目指していると説明した16。また、世界保

健機関（WHO）の年次総会には、オブザーバー参加であっても、ま

た「中華台北」の名称であっても、参加することがチャンスを生か

すことであると主張した。  

 続く 2009 年 10 月 10 日の国慶節の祝辞でも、過去一年間における

両岸関係の大幅な好転を強調した。この成果は、基本的に「92 年コ

ンセンサス」を実務上の基礎とするものだが、「善意と相互信頼も一

歩ずつ積み重ねている」と述べた17。また、今後の課題として中台間

の「経済協力枠組み協議（ECFA）」の締結を進めることを表明した。

一方で、中国からの軍事的脅威を軽視しないとし、「専守防衛、効果

的な抑止」の国防戦略を堅持する方針を示した。  

翌 2010 年の元旦の祝辞では、馬英九は、ASEAN プラス 1 のスタ

ートに際して台湾としても周辺化されないよう東アジア地域経済統

                                                 
16 「馬英九総統ならびに䔥萬長副総統による就任一周年の記者会見が開催」『台湾ニ

ュース』2009年 5月 21日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=92634&ctNode= 

1453&mp=202&nowPage=138&pagesize=15。 
17 「馬英九総統、中華民国建国 98 年国慶節祝辞」『台湾ニュース』2009 年 10 月 10 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=112743&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=119&pagesize=15。 
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合への参加を謳い、そのためにも ECFA の推進が必要であると指摘

した18。また、両岸関係については、台湾の未来は 2300 万人の台湾

国民の手に握られていると改めて述べた19。  

 政権担当 3 年目を迎える前日、2010 年 5 月 19 日の記者会見を萬長

副総統とともに開催した馬英九総統は、外交関係の実績として「両

岸における三通の解放」を掲げた20。これに続けて「国際社会におけ

る活動空間の開拓および発展」として、改めて「活路外交」を提唱

し、国交がある 23 か国との関係が安定しているばかりでなく、国交

はなくても、アメリカ、日本、東南アジア諸国、欧州連合、ニュー

ジーランドとオーストラリアとの関係が改善されつつあると強調し

た。  

 その上で、これ以後の政策として「刷新強国（刷新により国を強

くする）、文化興国（文化により国を興す）、環保救国（環境保護に

より国を救う）、憲政固国（憲政により国を固める）、福祉安国（福

祉により国を安んじる）、和平護国（平和により国を護る）」という

六項目を掲げた21。また、「同じ炎帝と黄帝の子孫である両岸の人々」

との認識を示し、中華民族の知恵により両岸問題を解決することが

                                                 
18 「馬英九総統 2010 年元旦祝辞」『台湾ニュース』2010 年 1 月 3 日、http://www. 

taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=122631&ctNode=1453&mp=202&nowPage=111&page

size=15。 
19 ECFA をめぐる馬政権の外交については、洪財隆「両岸経済貿易関係正常化のレトリ

ックと現実」、駒見一善「本格化した馬英九政権の両岸交渉」『問題と研究』2010 年

1.2.3 月号、第 39 巻 1 号、参照。 
20 「馬英九総統が就任 2 周年の記者会見を開催（前半）」『台湾ニュース』2010 年 5 月

20 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=142187&ctNode=1453&mp=202& 

nowPage=93&pagesize=15。 
21 「馬英九総統が就任 2 周年の記者会見を開催（後半）」『台湾ニュース』2010 年 5 月

21 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=142361&ctNode=1453&mp=202& 

nowPage=92&pagesize=15）。 



 

－10－ 

問題と研究 第 41 巻 4 号 

 

主張された。馬英九は、これら 6 点の提言を実践することで台湾に

「黄金の十年」を構築すると宣言した。  

 2010 年 10 月 10 日の国慶節の演説では、馬総統は、同年 6 月末に

締結された中国との経済連携枠組み協定（ECFA）が 9 月 12 日には

すでに発効したが、アーリーハーベスト（早期の実施・解決項目）

だけで 6 万人分の就業の機会と 1900 億元の生産高を創出するとし

て、その成果を誇った22。また、これにより「台湾はアジア太平洋地

域における経済統合の列に加わり、周辺化されることを回避し」、  

「国際化も加速した」と述べた。  

 一方で、台湾の安全は両岸関係の改善のみに頼ることはできない

とし、自国の国防力の充実を図るため、台湾では製造できない防衛

的な武器を引続き外国から購入することは必要かつ不変の政策であ

るとした。  

 また、台湾海峡「両岸の人々は同じ中華民族に属し、いずれも炎

帝、黄帝の子孫」であるという認識を重ねて表明した。 後に、中

華民国の世界における 4 つの役割として、第一にピースメーカーで

あること、第二に、人道的援助の提供者であること、第三に、文化

交流の推進者であり、第四に、新しい科学技術とビジネスチャンス

の創造者であること、を宣言した。  

 建国 100 年となる 2011 年の新年を迎えると、馬総統は「壮大台湾、

振興中華」と題した新年の祝辞を述べた。馬英九は、「1949 年に台湾

に移転した中華民国は、大陸失陥の敗北を喫したが、その後は台湾

で孫文の三民主義の理想を一歩ずつ実現させてきた」と述べた。そ

                                                 
22 「馬英九総統、中華民国建国 99 年国慶節祝辞」『台湾ニュース』2010 年 10 月 13 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=163136&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=74&pagesize=15。 
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の結果として、中華民国は世界の発展途上国における政治・経済発

展のモデルとなり、民主主義は華人社会には適合しないという偏見

を完全に覆した、と述べた23。  

 また、この演説で、馬英九は未来へ向けての 4 つの希望を語り、

その 4 番目に、台湾海峡の両岸関係を主眼とする「100 年の平和」を

掲げた。この第四項目において、馬総統は、台湾海峡に加えて東ア

ジアの平和と繁栄を語り、「両岸の炎帝と黄帝の子孫」が交流を深め

て理解を増進し、相互信頼を育むことに期待感を示した。さらに、

今後の 100 年において中華民国は中華文化のリーダーを演じ、華人

世界の民主の模範となることを表明した。  

 総統就任 4 年目を迎えるに当たり、2011 年 5 月 19 日、馬総統は台

湾の古都台南の国立台南大学で講演し、総統就任三周年記者会見を

開いた24。馬英九は、過去の数十年間にわたって、中国大陸は台湾の

安全にとって脅威であったのみならず、台湾の国際社会における活

動空間を押さえ込んで来たが、馬政権発足から 3 年間で両岸関係の

改善を図った結果として、台湾海峡は「かつての軍事ホットスポッ

トから一歩ずつ平和の大道へと変化を遂げた」と述べた。また、対

中関係の改善を背景に、台湾で「国際花卉博覧会」や「ワールドゲ

ームズ」、「デフリンピック」などの国際的イベントが開催され、WHO

の年次総会に参加し、WTO の「政府調達協定」の加盟にも成功した、

として台湾が国際的存在感を増し加えた実績を列挙した。  

                                                 
23 「馬英九総統 2011 年元旦、中華民国開国 100 周年祝辞」『台湾ニュース』2011 年 1

月 3 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=175425&ctNode=1453&mp=202& 

nowPage=65&pagesize=15。 
24 「馬英九総統『就任 3 周年記者会見』における基調講演」『台湾ニュース』2011 年 5

月 23日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=200574&ctNode=1453&mp=202& 

nowPage=48&pagesize=15。 
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2011 年 10 月 10 日の双十節の祝賀は、中華民国 100 年を記念する

「中華民国中枢暨各界慶祝 100 年国慶大会（中華民国政府および各

界による建国 100 年祝賀大会）」として、総統府前の広場に於いて開

催された。「100 年の奮闘・民主主義の台湾」と題して講演した馬総

統は、アジアで 初の民主主義による共和制国家として成立した中

華民国の 100 年の祝典を「中国大陸を含めた世界各地の華人が記念

している」と述べた25。  

また馬総統は、辛亥革命における国父・孫文の理想が自由、民主

主義、均富の国家の建設であったことからすれば、中国大陸はこの

方向に邁進すべきで、それでこそ両岸関係の距離を縮められるとし

た。また、「中華民国が存在するという事実を直視しなければならな

い」として、台湾は中華民国という国家であることを述べ、さらに

中華民国は中華文化の命脈を引き継いできたと強調した。  

今後の展望としては、台湾の優位性を活用して、中国大陸市場に

進出するとともに、他の国々との自由貿易協定（FTA）もしくは経

済協力協議調印の速度を速め、台湾のビジネスチャンスを切り開く

とした。  

総統選挙と立法委員選挙の投票日を 10 日余り後に控えた 2012 年

元旦の祝辞において、馬総統は、「次世代のためのキャンドルを灯す」

と題して、再選を前提とした談話を発表した26。そこでは、中華民国

100 年を経過して次の 100 年に向けて、新たな文化創造を求めていく

                                                 
25 「中華民国建国 100 年双十国慶節における馬英九総統祝辞」『台湾ニュース』2011 年

10 月 11 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=22449&ctNode=1453&mp= 

202&nowPage=38&pagesize=15。 
26 「馬英九総統 2012 年元旦祝辞」『台湾ニュース』2012 年 1 月 4 日、http://www. 

taiwanembassy.org/jp/ct.asp?xItem=244509&ctNode=1453&mp=202&nowPage=29&pagesi

ze=15。 
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ことを強調したが、対外関係には特段触れなかった。  

2012 年 5 月 20 日、第 13 代総統就任式典が挙行されると、第二期

を迎えた馬総統は「理想を堅持、手を携えて改革、幸福な台湾を打

ち立てよう」と題した演説を行った。このなかで、第一期政権の外

交は、過去 60 年で も平和な台湾海峡情勢を作りだし、長期的なパ

ートナー諸国からの信頼とともに国際社会からの評価を得たとし、

それによって中華民国の国民は 127 の国と地域にビザなし渡航がで

きるようになったと述べた27。その上で、「自由経済モデルエリア」

の設立計画を示し、台湾が世界に向けてオープンになることで、真

に自由で開放された、国際社会とリンクする経済環境を整えること

の必要性を強調した。すなわち、韓国がアメリカと、そして中国と

日本、韓国が自由貿易協定を締結し、あるいは協定交渉に入るなか

で、台湾は孤立せずに競争力を高める必要があると述べ、ECFA の残

りの交渉を加速し、シンガポール、ニュージーランドと経済協力協

定の締結を進め、8 年以内に環太平洋パートナーシップ協定（TPP）

への参加の準備を整える意欲を示した。  

さらに、中華民国の生存の鍵は、国家の安全保障であるとし、こ

れを確保するために「鉄のトライアングル」、すなわち両岸の和平、

活路外交と強固な国防の三点を重視し、バランスよく展開すること

が必要であると述べた。このなかで、両岸関係については、中華民

国憲法の枠組みの下に「統一せず、独立せず、武力行使せず」とい

う台湾海峡の現状を維持し、「92 年コンセンサス、一つの中国の解釈

を各自表明する（九二共識、一中各表）」を基礎として、両岸和平を

                                                 
27 「馬英九・中華民国第 13 代総統就任演説」『台湾ニュース』2012 年 5 月 20 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=280793&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=15&pagesize=15。同文は『台湾週報』双十国慶節特集、2012 年 10 月 10 日にも掲載。 
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さらに推進しなければならないとして第一期政権の路線を継続する

ことを確認した。また、憲法から見た現状は「一つの中華民国、二

つの地区」であるとし、台湾海峡両岸が「相互の主権を承認せず、

相互の統治権を否認せず」という共通認識を確立することで相互関

係は前進するとの見方を示した。なお、馬英九は、同日の国際メデ

ィア向け記者会見において、「目下、中国大陸と平和協定のテーマを

討論する切迫性はない」として、馬総統は政治課題に踏み込む意志

がないことを示した28。  

また、馬英九は就任演説において、両岸は中華民族の遺産をとも

に引き継いでおり、血縁と歴史、文化をともにするばかりでなく、

国父・孫文をともに尊敬している以上、国父の「天下は公のもの（天

下為公）」という理念と、「自由、民主、均富」という建国の理念を

忘れてはならないとして、中国に対して注文をつけた。  

第二点については、馬英九は、過去 4 年間政府はアメリカとの信

頼関係を改めて構築し、過去 30 年来でもっとも強固な「安全保障・

経済パートナー関係」を築き、日本とは、在外公館の増設や航空、

文化、投資の分野での成果を挙げ、過去 40 年間でもっとも友好的な

「特別パートナーシップ」を確立したと述べた29。さらに欧州連合、

欧州議会とも関係はよいと指摘した。  

なお、第三の国防力については、海外からの武器調達に触れ、ア

メリカが三度にわたって軍事設備、武器の売却に同意して、その調

                                                 
28 「馬英九総統が第 13 代総統就任記者会見で政策方針を語る」『台湾ニュース』2012

年 5 月 23 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=282883&ctNode=1453&mp= 

202&nowPage=15&pagesize=15。 
29 同上において、馬英九は「昨年 3 月 11 日の日本での東日本大震災・大津波災害では、

民間と政府が力を合わせ、台湾元で 66 億元を寄付しました。これは世界一というだ

けでなく、ほかの 90 カ国余りを合わせた義援金総額を超える」と指摘している。 
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達総額は 183 億米ドルに達しており、質・量ともに過去の実績を上

回る、と述べた。  

また、2012 年 10 月 10 日に総統府前広場で開催された「中華民国

中枢暨各界慶祝 101 年国慶大会」では、馬総統は、「艱難を恐れず、

手を携え前進」と題した祝辞を述べた。この中で、今後について、

第一に、産業構造の改革と所得水準の引き上げ、第二に、投資の障

害を排除して就業機会を拡大すること、第三に、領有権と漁業権を

守って地域の平和を推進すること、第四に、民主主義による法治の

深化と両岸関係の発展の推進、という 4 つの方針を示した。  

ここで注目すべきことは、両岸関係の発展より前に、領有権と漁

業権が挙げられていることである。その背景として、馬政権発足か

ら 4 年余りを経て、両岸関係はかなり制度化が進み、相互交流が安

定してきた反面、第二期政権スタート以来、日中、日台間において

尖閣諸島の領有権問題をめぐる軋轢が顕在化したことが指摘でき

る。この尖閣諸島をめぐる日本と中国との三角関係の変化によっ

て、当面の馬政権の外交政策実施上の優先順位が変わったのである。 

四 馬政権の対日政策と日台関係 

 2008 年 5 月 20 日の第一期政権発足時には、馬総統の就任演説に日

本への言及がなかったため、日華議員懇談会の平沼赳夫会長が、同

日の昼食会の席で馬英九に、「四年後の演説に『日本』を入れていた

だけるよう日本側も努力したい」と述べる一幕があった30。遠回しに

苦言を呈した形だが、日本ではそれまで馬総統について「親中、反

日」というイメージがあり、疑心暗鬼の内に馬政権下の日台関係が

                                                 
30 「台湾 馬英九総統就任式典 日台早くもギクシャク？」『産経新聞』2008 年 5 月

23 日。 
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スタートしたものといえる。  

しかしながら、その後の「対日特別パートナーシップ」の発動な

どで相互関係は改善された。2011 年 9 月 6 日に安倍晋三元総理と総

統府で会見した馬英九は、対日関係について、この年になってから

日本からの訪問団と会うのは 12 回目であり、総統就任以来では 90

番目であると述べ、対日関係の重視を指摘した31。さらにこの 5 月に

「八田與一記念パーク」を烏山頭ダム近くに開園したことに言及し

て、馬総統個人として対日関係を意識していることをアピールし

た。また、同年 7 月 14 日に交流協会と亜東関係協会が「日台絆（厚

重情誼）イニシアティブ」を共同発表して、観光、青少年、学術、

農産品等の分野の交流を強化すると表明したことに触れ、「双方が毎

年新しい構想を発表して双方の関係を切り開いていく」意義を指摘

した。  

 しかしながら、その一方で、尖閣諸島をめぐる日台間の摩擦は一

貫して見られる。本節では、良好な日台関係と尖閣諸島をめぐる軋

轢という日台関係をめぐる 2 つの側面について、事実経過を振り返

り、現状を検討する。  

 

１ 馬政権下の対日関係改善の成果 

 2012 年 10 月 5 日に東京で開催された「中華民国 101 年双十国慶節」

の祝典で、台北駐日経済文化代表処の沈斯淳駐日代表は、日台の関

係について「前任の馮代表の 3 年余りの在任中に、駐日代表処札幌

分処および台北文化センターの開設、台日間のワーキングホリデー

                                                 
31 「馬英九総統が安倍晋三・元首相と会見」『台湾ニュース』2011 年 9 月 7 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=219695&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=40&pagesize=15。 
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協定、投資協定、航空自由化協定等の締結」がなされたことなど良

好な関係が実現してきたことを指摘した32。  

このうち同代表処の札幌分処については、台湾から北海道を訪れ

る観光客が増大し 30 万人を数えることを背景に、2009 年 12 月 1 日

に開設されたものである33。また、ワーキングホリデーは、2009 年 4

月 3 日に交流協会と台北駐日経済文化代表処との間で協定が取り交

わされ、同年 6 月 1 日を皮切りに、年間 2000 人規模で実施に移され

た34。  

 いわゆる投資協定、すなわち「日台民間投資取り決め」は、2011

年 9 月 22 日に交流協会と亜東関係協会によって署名されたが、これ

には日本と台湾の二国間投資の保護、促進、自由化について「内国

民待遇」や「 恵国待遇」が含まれる 35。台湾では、これに基いて

2011 年 12 月 16 日に「台日産業合作搭橋方案（台日産業連携架け橋

プロジェクト）」が策定され、2012 年 3 月 21 日には台日産業合作推

動弁公室（台日産業連携推進オフィス）が開設された36。このプロジ

ェクトには、日台間でビジネス連携を志向するベンチャー企業への

投資を行う「ゴールデンアジアファンド」の設立と、日本企業の海

                                                 
32 陳斯淳「双十国慶節祝辞」『台湾週報』2012 年 10 月 10 日。 
33 「台北駐日経済文化代表処札幌分処が正式に開館」『台湾ニュース』2009 年 12 月 2

日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=119134&ctNode=3522&mp=202&now 

Page=48&pagesize=15；「『台湾領事館』札幌に開設 地方五カ所目、観光交流期待」

『産経新聞』2009 年 12 月 2 日、朝刊国際面。 
34 「台日ワーキングホリデー制度がスタート」『台湾ニュース』2009 年 6 月 2 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=94029&ctNode=3522&mp=202）。 
35 「相互投資活発化へ 日台が『協定』署名」『産経新聞』2011 年 9 月 23 日、朝刊。 
36 「『台日産業合作搭橋方案』起動、日台産業提携が新段階へ」『Invest in Taiwan』2012

年 1 月 4 日、http://investintaiwan.nat.gov.tw/news/news_jpn_display.jsp?newsid=1858& 

MID=8；「台日産業連携架け橋プロジェクト」日本貿易振興機構、http://www.jetro.go.jp/ 

world/asia/tw/invest_03/。 
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外補給基地として日本企業や日台合弁企業向けの用地を確保する

「台日イノベーションパーク」が含まれる。  

 また、このほか 2011 年 11 月 10 日に、交流協会と亜東関係協会の

間で「台日航空協議｣修正文が交換され、これによって日台双方の定

期便運航の航空会社の数の制限がなくなり、東京以外の各空港から

台湾の各空港を往復する航空路線の便数が制限されず、さらに如何

なる空港へも以遠できる第 5 航空権を享受できることとなった37。  

 さらに、沈代表の双十国慶節祝辞においては、2013 年 4 月の宝塚

歌劇団の台湾公演38、および 2014 年に開催予定の国立故宮博物院の

日本での特別展開催が39、今後の日台関係の主な文化交流行事として

挙げられた。  

 

２ 尖閣諸島問題をめぐる経緯 

 尖閣諸島問題についての馬政権の立場が初めて明確に示されたの

は、2008 年 6 月 12 日である。これは 6 月 10 日未明に発生した「聯

合号」事故への対応として、①釣魚台列嶼は中華民国の領土であり、

                                                 
37 「航空自由化、日台が締結 刊行・ビジネス促進」『産経新聞』2011 年 11 月 11 日、

朝刊；「台湾の亜東関係協会と日本の交流協会が『台日航空協議』修正文を交換」『台

湾ニュース』2011 年 11 月 10 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=231674 

&ctNode=1453&mp=202&nowPage=35&pagesize=15。 
38 「宝塚歌劇団が 2013 年 4 月に台湾公演、『楚留香』をミュージカルで披露」『台湾ニ

ュース』、2012 年 10 月 22 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=321185&ct 

Node=3522&mp=202。公演実施は、2011 年 11 月に発表されていた「宝塚歌劇団が 2013

年 4 月に台湾公演を実施」『台湾ニュース』2011 年 11 月 24 日、http://www.taiwanem 

bassy.org/JP/ct.asp?xItem=234449&ctNode=3522&mp=202&nowPage=12&pagesize=15。 
39 「故宮展開催期間で日台合意 東京国立博物館 26 年 6～9 月」『産経新聞』2012 年

8 月 24 日、朝刊；「国立故宮博物院の日本展が 2014 年に東京と九州で開催予定」『台

湾ニュース』2012 年 8 月 24 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=303575 

&ctNode=1453&mp=202&nowPage=6&pagesize=15。 
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地理的には台湾付属の島嶼であり、宜蘭県頭城鎮大渓里に属してい

る。②中華民国政府が釣魚台列嶼の主権を護持する決意は、これま

で変わることはなく、今後も変わるものではない。外交部はこの立

場を十分理解し、遵守する。③日本政府の巡視船が中華民国の領海

において、わが国の漁船に接触、沈没させ、わが国の船長を勾留し

たことに対し、わが国は厳正なる抗議をするものであり、日本政府

はただちに船長を釈放し、賠償を行うよう要求する。外交部は上述

の原則に基づき、日本側と交渉続行中である。④わが国は、行政院

海岸巡防署に対し、ただちに組織と装備を強化し、主権護持ならび

に漁業権保護の機能を高めるよう要求した、というものである40。  

 元来、台湾の立場は、領土権を堅く主張した上で漁業権を重視し

ており、2010 年に中国漁船が日本の海上保安庁の巡視船に体当たり

した事件の際にも、馬政権は、尖閣諸島に対する領土権を主張した

上で、「理性的、平和的な態度で論争を棚上げし、資源開発を共同で

行うよう」呼びかけた41。  

 2012 年に入ると、3 月 16 日から中国国家海洋局所属の 新鋭艦な

ど 2 隻が尖閣諸島の日本が主張する領海に侵入したが42、人民日報

は、中国によるこれら巡視活動は「日本の実効支配の打破」を目的

としているとの東シナ海管轄当局インタビュー記事を掲載した43。こ

                                                 
40 「日本の巡視船接触による台湾漁船『聯合号』の沈没に対する抗議声明」『台湾ニュ

ース』2008 年 6 月 13 日、http://www.taiwanembassy.org/ct.asp?xItem=61495&ctNode= 

3591&mp=202。 
41 「外交部：引き続き釣魚台問題の発展を注視し、国家利益と漁民権益の保護のため

適切に対応する」『台湾ニュース』2010 年 9 月 28 日、http://www.taiwanembassy.org/ 

JP/ct.asp?xItem=160811&ctNode=1453&mp=202&nowPage=77&pagesize=15。 
42 「尖閣諸島に中国船 侵入船は『島は中国領』 国家海洋局所属の 2 隻」『産経新聞』

2012 年 3 月 17 日、朝刊。 
43 「尖閣巡視『日本の実効支配打破』 中国当局が表明」『産経新聞』2012 年 3 月 22
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うした状況の中、4 月 16 日、アメリカ訪問中の石原都知事が、尖閣

諸島を東京都が購入する意向を表明した44。これに対して、7 月 7 日、

野田首相が尖閣 3 島を国が購入する方針を明らかにし45、9 月 11 日

に国有化が実施された46。  

 日本政府が尖閣諸島を国有化する方針が発表されると、馬総統は 8

月 5 日に、「中華民国と日本国との間の平和条約発効 60 周年記念展

示会及びシンポジウム」に参加した際の挨拶の中で「東シナ海平和

イニシアチブ（東海和平倡議）」を発表した47。馬英九は、釣魚台列

島は中華民国の領土であるとしたうえで、関係国が自制し、平和的

手段で争議を処理して、東シナ海行動規範を作り、資源を共同開発

するためのメカニズムを構築することと、それによる東シナ海の平

和を呼びかけた。つまり、台湾の立場は「主権はわが国にあり、争

議を棚上げ、和平互恵、共同開発」であるとした48。  

 その後、馬総統は 9 月 4 日に、南沙諸島の太平島において実弾射

撃訓練を公開で実施させ、尖閣諸島のみならず領土保持の強い決意

を示した。馬政権としては、過去 50 年で初という演習の公開によっ

                                                                                                         
日、朝刊。なお、尖閣諸島をめぐる中国の戦略については茅原郁生「尖閣諸島問題

と中国の海洋進出」『インテリジェンスレポート』2012 年 7 月号参照。 
44 「〔スキャナー〕尖閣 半年の極秘交渉」『読売新聞』2012 年 4 月 18 日、朝刊 3 面。 
45 「尖閣 3 島 国が購入へ 首相『都や地権者と接触』」『読売新聞』2012 年 7 月 7 日、

夕刊 1 面。 
46 「尖閣 きょう国有化 地権者と契約、登記へ」『読売新聞』2012 年 9 月 11 日、朝

刊 2 面；「尖閣諸島国有化 地元は一定評価」『読売新聞』2012 年 9 月 12 日、西部版

朝刊 2 面。 
47 「尖閣 3 者共同管理 台湾総統が提案」『読売新聞』2012 年 8 月 7 日、朝刊 7 面。 
48 「外交部・馬総統が『東シナ海平和イニシアチブ』を提起、関係国が平和的手段で

釣魚台を巡る争議を処理するよう呼びかける」『台湾ニュース』2012 年 8 月 6 日、

http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=299852&ctNode=1453&mp=202&nowPage

=8&pagesize=15。 
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て、争議のある領土について台湾の主権を堅守する政府の姿勢を顕

示したものである49。これに続いて、9 月 7 日、台湾本島から尖閣諸

島に向かう途上にある離島・彭佳嶼を、馬総統自らがヘリコプター

で訪問し、現地において東シナ海平和イニシアチブの「推進綱領（推

動綱領）」を発表した50。同綱領は、第一段階では、日台、中台およ

び日中など二国間の対話を行い、さらには多国間の協議メカニズム

を形成して相互信頼と共同利益の強化を図り、第二段階として、関

係各国による実質的な協力計画を推進して共同で資源開発を行うメ

カニズムを構築し、東シナ海における平和の協力網を形成する、と

している。そこで協議すべき主要テーマは、漁業、鉱業、海洋科学

研究と海洋環境保護、そして海上の安全であり、東シナ海行動準則

の調印を促すことも目標とした51。  

 その後、9 月 11 日の日本政府による尖閣 3 島国有化を前に、9 月

10 日に台湾の外交部は、台日双方の協力関係を損なうこと、および

東アジアの緊張激化を避けるため、日本に対して「主権を侵犯する

一方的な行為を慎むよう｣明確に要求した52。しかし、日本政府が国

有化を実施したため、9 月 11 日、楊進添外交部長は、交流協会台北

                                                 
49 「太平島今実弾射撃」『自由時報』2012 年 9 月 4 日、A6 面；「宣示主権 太平島実弾

操演 50 年首度公開」『聯合報』2012 年 9 月 5 日、1 面。 
50 「超大陣杖 馬今飛彭佳嶼」『自由時報』2012 年 9 月 7 日、A1 面；「釣島主権三方協

商 馬将台湾 拉到與陸、日対等」『聯合報』2012 年 9 月 8 日、A3 面。 
51 「馬英九総統が『東シナ海平和イニシアチブ』推進綱領を発表」『台湾ニュース』2012

年 9 月 11 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=307204&ctNode=1453&mp 

=202&nowPage=5&pagesize=15；「『日本領』波打ち際 尖閣 日中台対話呼びかけ 台

湾総統、周辺離島を視察」『産経新聞』2012 年 9 月 8 日、朝刊。 
52 「外交部：日本政府に対し、釣魚台列島の主権を侵犯する一方的な行為の自制を要

求」『台湾ニュース』2012 年 9 月 11 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem= 

307199&ctNode=1453&mp=202&nowPage=5&pagesize=15。 
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事務所の樽井澄夫代表を呼んで抗議するとともに、台北駐日経済文

化代表処の沈斯淳代表を台湾に召還した53。  

楊外交部長は樽井代表に対して、日本政府が歴史的事実および国

際法のルールを無視したことを非難し、日本によるわが国の領土主

権を重大に侵害する行動に対し、強烈な抗議を表明した。同時に、

日本側のこのような極めて非友好的な措置が、台日双方の協力関係

を損ない、東アジア地域の緊張を激化させるものであると警告した54。

また、同日に記者会見を開いて上記の政府の主張を発表した55。  

また、9 月 13 日に開かれた「近代国家の形成 :中華民国建国 100 年」

国際学術シンポジウムに出席した馬総統は、尖閣諸島（釣魚台列島）

について言及し、領有権については「一歩たりとも譲らず、必ず奪

還する」との立場を堅持するが、関係各国が争議を棚上げし、資源

問題について話し合うことは、台湾の政府としても望むところであ

り、漁業あるいは鉱業資源の交渉で成果が上がることを願っている

とし、これは地域の平和と安定に大きなプラスになると確信すると

述べ、東シナ海平和イニシアチブの提言を改めて表明した56。  

一方、中国では、政府による対日抗議ばかりでなく、各地で起き

                                                 
53 「沈斯淳・駐日代表が一時帰国」『台湾ニュース』2012 年 9 月 12 日、http://www. 

taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=307935&ctNode=1453&mp=202&nowPage=5&pagesiz

e=15。 
54 「外交部：日本政府による中華民国（台湾）領土への主権侵害に対して強く抗議」『台

湾ニュース』2012 年 9 月 12 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=307485& 

ctNode=1453&mp=202&nowPage=5&pagesize=1。 
55 「楊進添・外交部長:日本による釣魚台列島（尖閣諸島）国有化に厳正なる抗議表明」

『台湾ニュース』2012 年 9 月 12 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem= 

307978&ctNode=1453&mp=202&nowPage=5&pagesize=15。 
56 「馬英九総統が国際学術シンポジウムで釣魚台列島の領有権について言及」『台湾

ニュース』2012 年 9 月 14 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=308326& 

ctNode=1453&mp=202&nowPage=4&pagesize=15。 
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た反日デモが 20 都市へと拡大し、一部は暴徒化した。こうした情勢

下で、中国滞在の日本人はイベントを自粛し、あるいは訪中を中止

する事態となった57。  

こうしたなか、台湾では 14 日に中華民国政府が再度「東シナ海平

和イニシアチブ」の立場を表明するとともに、外交部は、日本との

実務的な漁業問題協議を呼びかけるコメントを発表した58。  

その後、9 月 25 日、台湾の蘇澳区漁会（漁業組合）の漁船 58 隻ほ

どが尖閣諸島海域に向けて出港し、一時、40 隻ほどが日本の主張す

る領海にまで入るデモンストレーションが行われた。漁船には台湾

の海岸巡防署の巡視船 12 隻が保護名目で随行しており、日本の海上

保安庁の巡視船との間で放水の応酬が行われる事態となった59。  

この日、交流協会の今井正理事長が台湾を訪れ、楊進添外交部長

と会見して、日本政府による尖閣諸島国有化について説明するとと

もに、台湾側の主張が伝達された。この場では、双方が漁業会談の

                                                 
57 「尖閣購入、国有化 周辺に中国監視船 北京など反日デモ」『産経新聞』2012 年 9

月 12 日朝刊 1 面；「続く反日デモ 中国の日本人学校 運動会延期」『産経新聞』2012

年 9 月 13 日、朝刊；「反日激化 『愛国無罪』中国当局野放し」『産経新聞』2012 年

9 月 14 日、朝刊 1 面、「中国公船 6 隻、領海侵入 尖閣周辺 国有化後初」『産経新

聞』2012 年 9 月 14 日、大阪版夕刊 1 面；「尖閣 中国、デモ 4 日連続 日本製品撤

去も」『産経新聞』2012 年 9 月 15 日、東京朝刊国際面；「暴徒『日本人出ていけ』中

国デモ大使館前 警官隊と衝突」『産経新聞』2012 年 9 月 15 日、大阪夕刊社会面；「中

国、反日デモ暴徒化 20 都市超に拡大 北京・長沙」『産経新聞』2012 年 9 月 15 日、

大阪夕刊 1 面など。 
58 「外交部：釣魚台列島の主権を堅持し、実務的に日本と漁業問題を協議」『台湾ニュ

ース』2012 年 9 月 19 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=310981&ctNode 

=1453&mp=202&nowPage=4&pagesize=15。 
59 「蘇澳区の漁船が釣魚台海域へ、海巡署の巡視船が安全保護のため随行」『台湾ニュ

ース』2012 年 9 月 25 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=312034&ctNode 

=1453&mp=202&nowPage=4&pagesize=15；「台湾 50 隻、領海侵入 尖閣 海保と放

水応酬」『産経新聞』2012 年 9 月 26 日、朝刊 1 面。 
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再開に向けて協議を続けていくことで同意した60。これにより、沈斯

淳駐日代表が日本に帰任して日台漁業会談に向けた協議が継続され

ることになった61。  

沈代表が 10 月 5 日に日本に戻ると、当初の予定とおりホテルオー

クラで、「中華民国建国 100 年双十国慶祝賀レセプション」が盛大に

開催された62。その祝辞で沈代表は、「諸先輩の皆様方が築き上げて

こられた良好な基礎の上に、台日関係の新たな局面を切り開いてい

く」と述べた。同日、玄葉外務大臣が「台湾の皆様へのメッセージ」

を発表したが、その中で東シナ海平和イニシアチブに言及し、日本

が両国間の長年にわたる深い友情を大切にし、引き続き双方の友好

協力関係を深めていくとともに、理性的に、台湾と東シナ海の平和

と安定に努めていく旨を説明していた。これに対して、台湾として

も、この見解が東シナ海の平和維持に寄与するものと確信し、両国

間の協議を再開できる制度化された対話メカニズムの構築を期待す

ることを表明した63。  

こうした経過の後、10 月 10 日の馬総統の国慶節祝辞において、先

述のごとく｢領有権、漁業権を守り、地域の平和を推進する｣ことが

                                                 
60 「日本交流協会の今井正理事長が楊進添外交部長に、日本政府による釣魚台列島『国

有化』政策を説明」『台湾ニュース』2012 年 9 月 26 日、http://www.taiwanembassy.org/ 

JP/ct.asp?xItem=312566&ctNode=1453&mp=202&nowPage=3&pagesize=15。 
61 「沈斯淳・駐日代表が日本に帰任、第 17 回台日漁業会談に向けた協議継続」『台湾

ニュース』2012 年 10 月 5 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=316332&ct 

Node=1453&mp=202&nowPage=2&pagesize=15。 
62 「駐日代表処主催の「中華民国建国 101 年双十国慶祝賀レセプション」が今年も盛

大に開催」『台湾ニュース』2012 年 10 月 9 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp? 

xItem=316918&ctNode=3522&mp=202。 
63 「外交部：『東シナ海平和イニシアチブ』に言及した日本側のメッセージを評価」『台

湾ニュース』2012 年 10 月 9 日、http://www.taiwanembassy.org/JP/ct.asp?xItem=317738& 

ctNode=1453&mp=202&nowPage=2&pagesize=15。 



2012 年 10.11.12 月号 第二期馬英九政権の対外政策と日本 

－25－ 

「両岸関係の発展の推進」より前に掲げられた。また、馬総統は、「釣

魚台列島は中華民国の領土であり、台湾の付属島嶼」であるとして

領有権を強く主張したが、さらに「釣魚台海域は 100 年あまり以前

から、わが国の漁民が操業していた伝統的な漁場であり、わが国政

府の巡視船はこの海域において、引続き漁民を保護し、海の国境線

を守る」として漁業権問題の重要性を改めて指摘した。以上の経過

からすれば、今後の日台関係においては、尖閣問題をめぐって、漁

業権交渉が重要になることは疑いない64。  

五 結語 

 馬英九は、民進党の陳水扁政権の外交を「のろし外交」と名付け

た。陳水扁は、台湾は台湾であって中国ではないという主張を掲げ、

台湾を国家として国際社会に認知させようとし、国際的認知と国際

生存空間の拡大を求めたが、結果的には中国との悪性の競争に陥

り、中国と敵対したばかりではなく、本来、友好関係にあるべきア

メリカや日本からも支持されない結果に終わった、というのが馬政

権の見方である。これに対して、馬英九は、対中関係の改善を図り、

中国から妨害されずに台湾が国際生存空間を拡大できる環境を作る

という「活路外交」を掲げた。  

 このため、総統就任から 1 か月の間に、両岸の代表機関による交

渉を成功させ、三通を実現し、両機関トップの会談を定期化して安

定した両岸関係を築いた。さらに、第一期の間に ECFA を締結して

経済交流を促進させ、人的交流も拡大した。中国が妨害しないこと

                                                 
64 なお、馬総統の東シナ海平和イニシアチブに対して、EU 議会の欧州保守改革グルー

プ議長のマーティン・キャラナンが、支持する意向を表明した（“Statement by ECR 

Chairman Martin Callanan MEP on the situation in the East China Sea”. 2012.11.24, 

http://ecrgroup.eu/?p=7419）。 
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によって、台湾は、世界保健機関（WHO）年次総会へのオブザーバ

ー参加を実現させ、対米関係、対日関係も基本的に良好な状態を保

っている。その結果、台湾の安全保障を維持するため、アメリカか

らの武器購入を実現し、日本との間では、「対日特別パートナーシッ

プ」により経済関係、人的交流を拡大させ、2011 年 9 月には投資協

定を結んで、他の国との関係には見られない経済的協力関係の基礎

を築きつつある。  

 こうした対中関係の基礎は、「一つの中国」原則を認め、その上で

その「中国」については北京と台北とでそれぞれ異なる自己の主張

を維持するという「九二共識、一中各表」にある。馬英九は、「一つ

の中国」を掲げるばかりではなく、2010 年からは台湾海峡両岸の人

民が、ともに炎帝、黄帝の子孫であるとし、中華文化を共有すると

強調することで、陳水扁政権の路線との決別を明確化し、大陸中国

からの警戒感を薄めることで、台湾の生存と繁栄の「活路」を見出

してきたのである。  

 本小論に明らかにしたように、馬英九は、第二期においても第一

期からの外交政策を踏襲しようとしているが、現在までのところ、

両岸の平和協定の締結という政治的領域にまで踏み込むことは述べ

ていない。当面、経済的一体化が進む東アジアにあって、台湾は孤

立を避け、ECFA によって対中関係を緊密化させるとともに、他のア

ジア諸国とも FTA や経済連携協定を締結しようとしている。日本と

の投資協定の締結は、その重要な一歩である。  

 しかしながら、日台関係で摩擦の種となっているのが尖閣諸島の

問題である。2008 年の第一期馬英九政権発足当初から、この問題で

日台間の軋轢が見られたが、第二期においてもクローズアップされ

ることとなった。  

 2012 年 9 月の日本政府による尖閣 3 島の国有化をめぐって、中国
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が強硬な主張を繰り広げ、各地で抗議行動が激化するなかで、台湾

でも史上 大の海上抗議行動が実施されるという緊迫した事態が現

出した。あるいは、尖閣諸島をめぐる日本政府の行為に対して、中

国と台湾が連携して抗議し、日本を攻撃する事態も想定された。  

 そうした情勢において、馬英九政権は「東シナ海平和イニシアチ

ブ」を提案し、さらにその推進綱領を発表することで、尖閣諸島問

題の解決に台湾としては中国＋台湾 vs.日本という構図を求めない

ことを示した。また、馬政権は当初から一貫して、具体的な対日要

求では、尖閣諸島の領有権棚上げによる漁業権の合意を求めてき

た。漁業権交渉で成果が得られれば、馬総統自身が第二期就任演説

で示した「過去 40 年来で も友好的」な日台関係の、唯一 大の懸

案に対処の目途が立つ。そうなれば、統合へ向けて進む東アジア経

済のなかで、台湾にとっては対日関係を成功事例として、孤立を回

避して繁栄へ向かう活路が拓ける。また、日本にとっては、台湾と

の緊密な関係を活用して中国に対する上での不安定要因を取り除く

ことができる。それだけに、交渉の緒につくこととなった日台の漁

業権交渉の行方が、第二期馬英九政権下における日台関係の結末を

占う試金石となるであろう。  

 

（寄稿：2012 年 10 月 29 日、採用：2012 年 11 月 26 日） 
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馬政府第二任期之對外政策與日本 
 

 

淺 野 和 生 

（平成國際大學法學部教授） 

 

 

【摘要】 

2008 到 2012 年第一任的馬英九國民黨政府以「九二共識、一中各

表」為前提將對中關係改善置於外交政策之基礎。為避免與中國之齟

齬，而展開擴大臺灣國際生存空間之「活路外交」，獲得以觀察員身分

參加 WHA，以及對美、對日關係安定與發展之結果。2012 年開始的

馬英九第二任政府，未改變基本路線，並藉此以獲得存在感，避免臺

灣 於 東 亞 經 濟 整 合 中 被 孤 立 。 臺 日 關 係 也 於 此 路 線 下 達 成 了 各 種 協

議，雖可見其進展，然處理釣魚台問題益趨重要。馬英九提出之「東

海和平倡議」，使釣魚台問題未成為中臺對抗日本之結構，有其意義；

然擱置主權問題而進展之漁業問題，正成為今後臺日關係後續之試金

石。  

 

關鍵字：九二共識、活路外交、釣魚台問題、東海和平倡議  
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Diplomacy during the Second Term of 
Ma Ying-jeou’s Government and the 
Key Issue between Taiwan and Japan 

 

 

Kazuo Asano 
Professor, Department of Law, Heisei International University 

 

【Abstract】 

From 2008 to 2012, the first term of the Ma Ying-jeou’s (KMT) 

government intended to improve the relationship between Taiwan and 

Mainland China on the basis of “1992 Consensus” and “one China, different 

interpretations”. It also tried to avoid conflicts in the Taiwan Strait, 

expanding its active engagement with the International Society through its 

flexible diplomacy. That gave ROC the opportunity to take part in the WHA 

as well as more stable and better relationships with the USA and Japan. 

Therefore, for the second term, Ma’s government has no need to change its 

way of diplomacy. In the case of its relationship with Japan, on one hand, 

some new agreement was signed in the last four years, but on the other hand, 

the conflict of the sovereignty and fishing rights of the Senkaku Islands 

(Diaoyu Islands) have become more complicated. Dealing with this issue, 

President Ma released the East China Sea Peace Initiative as his message for 

Japan and ROC. The fishery negotiation between ROC and Japan in the 

neighboring area of these islands would be one of the key issues the Ma 

government should address in this second term. 

 

Keywords: 1992 Consensus, flexible diplomacy, Senkaku Islands (Diaoyu 

Islands), East China Sea Peace Initiative 
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